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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、刑事司法手続に関与した障害者（主に知的障害者）について、諸外国における現状

との比較により研究を行い、日本において、障害のある被疑者・被告人の人権保障に資する適

正手続としての新たな刑事司法制度の構築と、手続の当初から福祉との連携により社会復帰の

ための一貫した社会的援助の提供を行うことの必要性を論じるものである。 

 
研究成果の概要（英文）： 
This study is carried out by comparison with the current research in other countries
 (mainly people with intellectual disabilities), for contributing to discussing the 
protection of human rights of the accused and suspected people with disabilities and
 the need for constituting a new criminal justice system as due process and providin
g the transitional care for rehabilitation cooperated with welfare. 
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１．研究開始当初の背景 
―刑事施設における処遇困難者の増加と新
しい施策 
（１）研究開始当初から近時に至るまで、日
本の刑事施設について指摘されている問題
点の一つとして、刑務所内での高齢者、知的
障害・身体障害・精神障害等の障害を有する
いわゆる「処遇困難者」とされる被収容者の
増加という問題がある。このような特定の類
型の被収容者が増加することにより、相対的

に経理要員（＝刑務所内の生活における維持
管理作業を行う被収容者）が不足し、刑務所
内の工場運営上、あるいは処遇上の困難が生
じているのだという（浜井浩一『刑務所の風
景 社会を見つめる刑務所モノグラフ』（日本
評論社、2006））。浜井は「受刑者を拒否でき
ないことはもちろん、どのような受刑者であ
っても正式に釈放の日を迎えるか、または死
亡するまで面倒を見続けるしかない」刑務所
が、今や「治安の最後の砦」ではなく、「福



祉の最後の砦」、すなわちセーフティネット
としての機能を果たしていることを指摘す
る。 
（２）このような現状に対する問題意識に基
づき、平成 18（2006）年度から平成 20（200
8）年度まで、矯正・更生保護・福祉の各分
野の専門家による厚生労働科学研究「罪を犯
した障がい者の地域生活支援に関する研究」
（研究代表者・田島良昭）（以下、「田島班研
究」と称する）が実施された。この田島班研
究により、a. 矯正施設における知的障害者
（もしくはその疑いがある者）の中で、療育
手帳所持者の少なさと軽微な犯罪の再犯者
が多いこと、b. 現行制度における更生保護
と福祉の連携の困難、c. 触法障害者への対
応が障害者施設一般において負担とされて
いる現状が明らかにされ、d. 矯正・保護・
福祉の連携による障害のある出所者の受け
入れモデル事業も実施された。その成果を踏
まえ、法務省においては、高齢者・障害者処
遇の充実を目的とした PFI 方式による刑事
施設内への「特化ユニット」の設置、矯正施
設への社会福祉士等の配置、また厚生労働省
においては、各都道府県事業として出所者支
援を行う「地域生活定着支援センター」の設
置といった施策が採られることとなった。 
（３）しかし、これらの施策はいずれも矯正
施設入所中及び出所後における問題点に着
目したものであり、触法障害者に対して、刑
事司法の「出口」における支援を充実させる
試みである。前記田島班研究の成果公表に際
して実施された発表会（平成 21（2009）年 2
 月 18 日）においても、田島班研究が積み残
した課題として、捜査や公判等、刑事訴訟手
続段階における障害者支援、すなわち刑事司
法の「入口」における問題点と支援の在り方
についての検討が必要であるとの指摘がな
された。 
 
２．研究の目的 
（１）田島班研究の研究分担者の一人であり、
自らの受刑経験を機に、触法障害者の問題に
取り組み始めた山本譲司は、かねてより障害
者が被告人となった場合の刑事裁判の実態
について取材を継続しており、そもそも刑事
訴訟手続の意味や自らの置かれている状況
を理解できないままに裁かれている障害者
の存在や、障害者が捜査・公判段階において
事実と異なる供述へと誘導され、結果的に冤
罪が生まれる危険性を指摘している（山本譲
司『累犯障害者 獄の中の不条理』（新潮社、
2006）等）。 
（２）また、田島班研究以前から、障害者た
る被告人の刑事弁護を多数担当してきた弁
護士によっても、a. 知的障害者は通常人と
変わらない受け応えが可能な場合もあり、一
見したところ「障害」があることを気付かれ

ないまま裁判が進められてしまうこと、b. 
受刑段階になって初めて知的障害の疑いが
あることが発覚する場合があること、c. 臨
機応変な対応が困難であるという知的障害
の特性ゆえに、弁解や反省の弁等、「自分を
守る言葉」を発することなく、事件の際の行
為が表面的に構成要件に該当することから、
実質よりも重い罪名によって裁かれ、結果的
には厳罰を受けやすい傾向にあることが指
摘されてきた（辻川圭乃『実録刑事弁護 障
害のある人を守る司法制度を作るために』
（Ｓプランニング、2006）等）。 
（３）知的障害を理由にした刑事責任無能力
の判断がほとんど為されず、通常の刑事訴訟
手続により、触法障害者が訴追される日本の
現行刑事司法においては、受刑段階もしくは
受刑後の支援を充実させ、度重なる再犯や矯
正施設への再入所を防ぐとともに、まず、刑
事訴訟における触法障害者にとって在るべ
き適正手続保障と、未決段階を含め、可能な
限り身柄の拘束を回避するための社会的援
助が追究されなければならないものといえ
る。 
（４）本研究は、以上のような観点から、触
法障害者にとって適正手続たることを保障
する刑事訴訟手続はどのような手続である
べきなのか、諸外国との比較をもとに、理論
的・実証的に研究を行うものとした。具体的
には、以下のような点を明らかにすることを
目的とした。 
①触法障害者が被疑者・被告人となる事件を、
現状と同じく、日本における通常の刑事訴訟
手続において扱う場合、弁護士・社会福祉
士・NPO 等の民間団体等による法的・社会的
援助の提供と手続への適切な関与を行うこ
とにより、触法障害者固有の適正手続保障が
可能であるのかという刑事訴訟法学的問題
意識から出発し、同時にそのような最もミニ
マムな刑事司法改革により、被疑者・被告人
となった触法障害者の自立的な社会復帰ま
でを見据えた一貫した援助が可能であるの
かという刑事政策的観点からも研究を行う。
既に日本においても、一部の弁護士による触
法障害者に特化した弁護や福祉関係機関と
の連携は実施されているが（辻川・前掲、副
島洋明『知的障害者 奪われた人権 虐待・差
別の事件と弁護』（明石書店・2000））、それ
らは飽くまでも一部の問題志向的な弁護士
による自助努力の域を出ないインフォーマ
ルなものであり、制度的な取り組みには至っ
ていない。そのため、よりフォーマルな形の
制度設計（例えば、触法障害者弁護に特化し
た当番弁護士制度の創設等）を視野に入れた
改革提案を行う。 
②触法障害者が被疑者・被告人となる事件を、
既存の刑事訴訟手続とは全く別個のものと
して、例えば少年司法手続に類似するような



別個の理念を有する司法システムとして新
たに構築する場合、どのような手続であれば
触法障害者固有の適正手続保障が可能であ
るのか、諸外国の制度を参照しながら検討す
る。諸外国においては、触法障害者は健常者
と管轄の異なる裁判所で裁かれる訳ではな
く、量刑段階で福祉職による判決前調査報告
書（pre-sentence report）が提出されるこ
とにより、刑事施設への収容を回避した社会
内処遇の実施、もしくは施設収容時であって
も、刑務所内の触法障害者処遇に特化したユ
ニットへの収容等が提言されるといった手
続が実施されているが、事実認定手続と量刑
手続を分けるという手続二分を採用してい
ない日本の刑事訴訟制度の中で、無罪推定原
則との関係から、そもそも報告書のための調
査が許容され得るかは疑問無しとしない。そ
のため、少年司法手続と同様に、刑事訴訟が
目的とする真実の解明と適正な刑罰の実現
ではなく、触法障害者の保護と自立的な社会
復帰を理念とした全く別個の手続として、触
法障害者に対する司法手続を構築し、その手
続における適正手続保障が可能であるのか
検討し、改革提案を行う。 
 
３．研究の方法 
各年度における研究の方法・計画について、
平成 22 年度は「基礎的な実態調査と文献等
による基本的情報の収集」、平成 23 年度は
「まとめと現行制度に対する代替案の提示」
として、各年度以下の通り計画し、実行した。 
（１）平成 22 年度は、触法障害者に対する
刑事訴訟手続段階の法的／社会的援助を実
施している国での実施方法、実施のための人
的・物的施設についての実態調査を中心に研
究を行った。 
①従前の調査の成果も踏まえ、オーストラリ
ア（特にヴィクトリア州）、アメリカ（特に
イリノイ州）の調査を予定していた。中でも、
捜査から公判段階全般については、これまで
の文献検討及び実地調査の結果から、法務省
（Department of Justice）管轄ではなく、
厚生労働省（Department of Human Service
s）が、捜査段階から処遇段階まで一貫して
関与を行っているオーストラリアの制度を
詳細に検討することが不可欠であった。調査
にあたっては、ヴィクトリア州において、平
成 21 年度まで実際に現地の Department of 
Human Services に所属し、ケースマネージ
ャーとして触法知的障害者への支援を行っ
ていた経験を有する水藤昌彦氏（現・山口県
立大学社会福祉学部准教授）、犯罪や非行を
行なった人のサポートをしている民間団体 A
CSO（Australian Community Support Organi
sation）での活動を経て、現在は臨床心理士
として触法知的障害者の pre-sentence repo
rt の作成や社会内処遇での処遇プログラム

の実施を行っている Peter Stanislawski 氏
（Cadence Psychology 所属）、その他、複数
の現地司法省（Department of Justice）職
員、民間団体職員、研究者の協力を得た。一
方、捜査段階について、警察・検察組織内に
知的障害者専門の捜査官を配置し、一般の警
察職員に対してもハンドブックや研修等に
より、知的障害者の特性について知識を獲得
させる等の取り組みを行っているアメリカ
の現状を是非見ておく必要があったが、残念
ながらアメリカ調査は、コーディネートを引
き受けて頂いていた平山真理専任講師（現・
白鴎大学法学部）との調整がつかなかったた
め、本研究期間においては実現できなかった。
その代替的調査として、オーストラリア調査
の際、捜査段階において犯罪行為者に対する
福祉的サポートを行う成年後見人事務所（Of
fice of Public Advocate）へのヒアリング
を実施した。 
②文献研究として、諸外国では触法障害者に
特化したシステムを構築・運用していくにあ
たり、「適正手続」、「社会復帰」や「更生」
といった概念がどのように観念され、発展し
てきたのかに関する理論的研究、あるいは、
日本においてかつてなされた判決前調査制
度及び手続二分論に関する議論を整理し、近
時、裁判員制度と量刑のあり方に関連して議
論されている同制度に関するものとの異同
を確認した。 
（２）平成 23 年度は、前年度までの調査の
補充的研究と分析を中心に、わが国の現行刑
事司法の現状とあるべき将来像を踏まえて、
触法障害者が関与する場合の具体的な改革
提案を呈示こすることを予定していた。 
①しかし、研究途上において明らかとなった
研究成果及び他の研究者との理論的交錯、あ
るいは日本における先進的な実践動向から、
EU 諸国における触法障害者に対する社会的
支援の状況や、日本の PFI 刑務所における治
療共同体ユニットでの実践動向について等、
今後の研究展開も視野に入れ、やや研究範囲
を拡大することとなった。 
②また、研究成果の報告についても、学会に
おける報告、論文として公刊することを予定
していたが、この点についても、研究代表者
単独による報告・論文公表のみならず、シン
ポジウムへの登壇、あるいは理論書への寄稿
という形でも公表することとなった。 
③オーストラリアから実務家・研究者を招い
たシンポジウムを開催するとの計画につい
ては、当初予定していた実務家・研究者との
スケジュール調整がつかず、残念ながら実現
することができなかった。 
 
４．研究成果 
各年度における具体的な研究成果は以下の
通りである。 



（１）平成 22 年度は、基礎的な実態調査と
文献等による基本的情報の収集、及び研究の
中間報告にあたる学会報告を行った。 
①実態調査として、オーストラリア・ビクト
リア州の刑事司法制度における触法障害者
支援の現状を、特に判決前調査との関係を意
識しつつ調査を行った。具体的には、Port P
hillip 刑務所における触法障害者の特化ユ
ニットである Marlborough Unit、捜査段階に
おいて犯罪行為者に対する福祉的サポート
を行う Office of the Public Advocate (OP
A)、触法障害者に関する調査及び処遇のため
の福祉機関である Disability Forensic & A
ssessment Service (DFATS)、Melbourne Mag
istrates Court（メルボルン治安判事裁判
所）においてヒアリング及び施設調査を実施
した。当該調査の成果としては、OPA が行っ
ている障害のある被疑者の取調べにおける
福祉専門家の立会いの制度として、Independ
ent Third Person（ITP）というものが設け
られており、被疑者の自白につきこの立会が
無いものは大きくその信用性を減じられる
こと、また、DFATS はヴィクトリア州厚生労
働省（DHS）が所管する機関であり、一般福
祉におけるサービスの一環として、触法行為
を行ったクライアントへのサービスも提供
されており、刑事施設に収容されている触法
障害者への処遇も、その提供場所が刑事施設
の敷地内であるとはいえ、一般の被収容者の
収容棟とは異なり、庭園のあるより開放的な
建物において、生活スキルの取得等の福祉的
専門性に裏付けられた処遇が提供されてい
ることが注目された。 
②また、日本の現状調査として、触法障害者
及び高齢者を専門的に処遇する特化ユニッ
トを有する島根あさひ社会復帰促進センタ
ーの現地調査及びヒアリングを実施し、各刑
事施設（札幌刑務所、沖縄刑務所、大阪刑務
所）に配置されたソーシャルワーカーの活動
実態についてもヒアリング調査を行った。さ
らに、民間団体に所属するソーシャルワーカ
ー・弁護士による触法障害者支援の先行例と
して、主に近畿圏で活動を行っている A-Uni
t（兵庫県）のヒアリングを実施した。これ
ら日本の現状調査からは、本研究の背景とな
った田島班研究以降、国家レベルの取組とし
て各刑事施設においてソーシャルワーカー
の配置が進められ、地域生活定着支援センタ
ーとの連携をとりながら、量的にはまだ少数
ではあるものの、一定の触法障害者・高齢者
支援が実施され始めていること、しかし、そ
の連携を進める過程で、司法（刑事施設）と
福祉（定着支援センター及び受け皿となる福
祉機関等）との間に、情報共有や支援の基本
的姿勢等の違いといった軋轢が生じている
ことも明らかとなった。さらに、田島班研究
以前から、A-Unit のように、個別の民間篤志

家による触法障害者支援が既に精力的に実
施され、一定の成果を上げてきていたにも関
わらず、国家レベルで行われている新たな施
策は、その対象範囲を民間による取組よりも
かなり限定した形で進められており、本来の
潜在的ニーズに対して十分に対応できるも
のにはなっていない旨、ヒアリングにおいて
指摘されていた。 
③文献については、オーストラリアで触法障
害者の社会復帰支援にあたり、理論的にも実
務的にもその指針となっている Tony Ward教
授による犯罪行為者の社会復帰理論「Good L
ives Model（よき人生モデル）」について書
かれた著書『Rehabilitation―Beyond the r
isk paradigm』の翻訳作業を開始した。当該
作業は平成 23 年度にかけて継続され、書籍
そのものが大部であること、やや抽象的・文
学的表現を含む部分があることから、翻訳作
業が若干難航しているものの、近日中に出版
の目途はつきつつある状況である。本書の特
徴は、従来の犯罪行為者のリスクに着目した
社会復帰理論から、行為者自身が社会復帰へ
向けて、犯罪行為以前の人生における社会的
負因に対応をしていくための支援に重点を
置いた理論が展開されている点にある。つま
り、犯罪行為者を処遇の客体としてとらえる
のではなく、自律的な社会復帰の主体として
とらえ直すための理論であるといえる。さら
にそれが、障害を有する犯罪行為者であって
も、一般の犯罪行為者であっても、その属性
にかかわりなく、すべての人間に妥当する理
論として構築されている点は重要であろう。 
④学会における中間的な成果公表として、日
本刑法学会関西部会において研究状況を報
告し、今後の展開（触法障害者から犯罪行為
者一般への展開）に関する指摘を受けた。ま
た、龍谷大学において開催されたシンポジウ
ム「日本における犯罪行為者のソーシャル・
インクルージョン～実践知と理論知の融合
を目指して」において登壇し、前記 A-Unit
所属の谷村慎介弁護士（現社会福祉士・精神
保健福祉士）をはじめとした実務家・研究者
とともに、「ソーシャル・インクルージョン」
というキーワードを中心に据えながら、具体
的には触法障害者、高齢者、薬物依存者等へ
の支援と社会復帰についてパネルディスカ
ッションを行った。本シンポジウムでは、PF
I 刑務所運営に関与している民間企業代表者、
社会福祉士、福祉施設・団体の代表者が、そ
れぞれ自ら行っている各類型の犯罪行為者
への支援の実際・理念について語り、その中
で、一般の福祉における要支援者と犯罪行為
者に「支援を提供する相手」としての違いは
ないこと、また、「犯罪を行った」というこ
とが特別な負因なのではなく、障害や加齢
（高齢）、薬物等と同様に、社会に復帰して
いく際の社会的ニーズのひとつとして観念



されているということが登壇者間の共通理
解として得られた。 
（２）平成 23 年度は、本課題研究最終年度
のまとめにあたる年度として、実施した調
査・研究等のまとめ・公表に加え、今後の研
究の方向性を定めるべく、以下の通り研究を
行った。 
①日本における現状調査として、刑事施設
（喜連川社会復帰促進センター、美祢社会復
帰促進センター、黒羽刑務所、沖縄刑務所、
京都刑務所）及び地域生活定着支援センター
（長崎、滋賀、栃木、大阪）、南高愛隣会の
関連施設（更生保護施設「虹」等）のヒアリ
ング調査を実施した。各刑事施設における取
組みは、必ずしも一様ではなく、特に、触法
障害者・高齢者への対応に際した司法と福祉
（さらには官と民）の連携の状況は、特化ユ
ニットを有しているか否かという近年の施
策との関連ではなく、むしろ当該施設ごとに
従来構築されてきた処遇体制との関連によ
り、その密度や成果がかなり異なってきてい
ることがうかがわれた。たとえば、黒羽刑務
所は、知的障害のある被収容者や高齢被収容
者が作業に従事する寮内工場が比較的早期
から設置され、触法障害者等の社会復帰の困
難性についても自覚的に対応されてきた中
で、刑事施設ソーシャルワーカーの設置後、
時を同じくして民間委託による処遇のバリ
エーションが豊富化したこともあり、官民協
働のもと、定着支援センターとの連携を施設
収容時から積極的に進めていこうとする姿
勢に一貫性がみられ、着実に成果を挙げてい
ることがわかった。また、連携の相手方たる
福祉としての定着支援センターの現状につ
いては、南高愛隣会が示した「長崎モデル」
をそのまま他のセンターにおいて実施する
ことは困難である中、センターごとに既存の
社会資源を活用しながら、意欲的に独自のネ
ットワークを築くことで社会の中の「切れ目
のない支援」の体制を確保しようとしている
ことが明らかとなった。特に、意欲的に活動
している定着支援センターの特徴として、刑
事施設や保護観察所といった司法の側の要
望に従って受動的な活動を展開するのでは
なく、福祉としての独立性を維持した上で連
携におけるイニシアティブを発揮し、対象者
を福祉における一般の要援護者と同様に支
援ニーズを把握しながらオーダーメイドの
支援を模索している点は重要であると思わ
れる。 
②神戸において開催された国際犯罪学会に
おいて、日本犯罪社会学会が主催するシンポ
ジウム「判決前調査制度の国際比較」（コー
ディネーター：武内謙治（九州大学）・本庄
武（一橋大学））にて、オーストラリアにお
ける触法障害者の判決前調査制度について
紹介するパネリストの一人として登壇した。

その際、オーストラリア以外にドイツ、スコ
ットランド等、諸外国の判決前調査制度に関
する報告が行われ、福祉をはじめとした専門
的知見が量刑選択において果たす役割につ
いてグローバルな見地から検討する機会と
なった。具体的には、福祉的な専門性の観点
から言われる「再犯のおそれ」や「社会復帰」
という概念は、必ずしも従来の司法における
それとは同義ではないのではないかという
こと、さらに、量刑の中で考慮されている要
素としても、障害や高齢の被告人に対する判
断においては、判決後の支援の実効性が大き
な考慮要素となっていることがうかがわれ
た。 
③前記②に関連して、通常の判決言い渡し後
（責任刑の確定後）に刑の修正手続を経るこ
とで当該被告人にとって「最もふさわしい刑
の執行の仕方を決定する」という特徴的なフ
ランスの制度について、ヒアリング調査を実
施した。フランスのトゥールーズにおける刑
事施設での障害者・高齢者処遇のあり方と、
その処遇体制に EU の福祉政策一般が与えて
いる影響、また、刑罰適用判事（JAP）によ
る刑の修正手続を通じて行われている触法
高齢者・障害者の社会復帰に際して必要な福
祉的支援のあり方について、調査を実施した。
フランスの刑の修正制度は、福祉専門家が修
正手続の段階で資料提供を行うという点は
通常の判決前調査制度と類似しているもの
の、責任刑の枠を決定した上で、その枠内で
の「執行のあり方」の決定において対象者本
人の支援ニーズを考慮しようとする二段階
手続であることに特徴がある。司法における
責任に対する刑罰という要請と、福祉におけ
る対象者の生活再建・社会復帰という要請の
バランスを取ろうとする制度のひとつのあ
り方であり、この手続を経ることで、その後
の刑の執行はその多くが社会内処遇とされ、
その中で民間団体（アソシエーション）と連
携した一般福祉としての多様な支援が実施
されている。 
④翻って、日本における「社会復帰・生活再
建」と「責任に応じた刑罰」との関係はいか
なるものであろうか。前記①におけるセンタ
ーと各刑事司法機関との連携においては、つ
まり福祉と司法の連携において、両者の関係
はいかに意識されているのであろうか。その
関係性に対する意識の差は、量刑における
「社会復帰」にかかわる要素の考慮のあり方、
あるいは手続の各段階における「社会復帰」
へ向けた処遇のあり方に表れてくるのでは
ないか。そこで、このような課題に取り組む
前提として、犯罪を行い、「刑罰」を科され、
「社会復帰」していく対象者本人の「社会復
帰」と「刑罰」に関する意識と、施設内処遇
の関係性を模索するべく、PFI 施設である島
根あさひ社会復帰促進センターにおいて、Th



erapeutic Community(TC（治療共同体）)ユ
ニットに所属する被収容者との対話実践を
行い、検討を行った。当該施設の TC ユニッ
トに所属する被収容者は、6 か月を基本とし
た社会復帰促進プログラムを繰り返し実践
する中で、他の被収容者とのグループワーク
を通して、犯罪行為に至るまでの成育歴を含
めた自己分析を進め、出所後の生活再建や社
会復帰について、具体的な社会復帰のあり方
を構想することも含め日々思考を深めてい
る。何をもって「社会へ復帰した」と考える
かはそれぞれであるものの、共通しているの
は、社会の中で「自律的」に「どう生きるべ
きか」を模索しようとしている、という点で
ある。被収容者自身が「社会復帰」というこ
とを明確に意識したのは、飽くまでも当該ユ
ニットに所属してから、あるいは所属を希望
してからであることがうかがわれたが、重要
なのは、このようなプログラムが（現時点で
は島根あさひのみではあるが）被収容者に対
して常に開かれているということであり、刑
の執行、さらには量刑の段階から社会復帰を
はっきりと視野に入れた制度構築がなされ
ることで、単に「責任に応じた刑罰」を科す
ことから、「生活再建」の結果として「犯罪
を行う必要のない人生」へつながることを目
指した手続が保障されることが可能となる
ものと考えられる。それは犯罪行為者自身の
生き方や意思に関わらない他律的な「社会復
帰」や「再犯防止」ではなく、飽くまでも犯
罪行為以前には保障されていなかった「人間
の尊厳」を回復するための自律的な「社会復
帰」へ向けた支援によって実現されうるもの
といえよう。このような対象者自身の「自律
的」な生き方を追求し、そのための支援を行
うということは、まさに福祉一般における支
援と同様ともいえる。 
（３）本研究の成果を踏まえ、今後の研究に
おける展望として、以下のような方向性を追
究したい。本研究では、障害・高齢の犯罪行
為者を対象にして実施され始めた司法と福
祉の新たな連携という施策の運用状況から
は、障害者・高齢者のみならず、その他一般
の犯罪行為者についても、多様な福祉的ニー
ズを有していることが顕在化している。その
現状を踏まえ、障害・高齢の犯罪行為者に対
する現状の施策に限定して双方の連携の在
り方を改善していくことを目指すのではな
く、一般の犯罪行為者に対する適正な量刑手
続と社会復帰の在り方をもその対象としつ
つ検討を行うことが必要であるものと思わ
れる。すなわち、刑事司法制度において目指
されるべき犯罪行為者の「社会復帰」概念に
ついて、具体的にどのような基準によって評
価されるべきものであるのかを明らかにし、
犯罪行為者の「社会復帰」を視野に入れた刑
事司法における適正な量刑手続の在り方、福

祉領域との連携における一貫した支援の在
り方についての制度改革及び政策提言を為
すことを目指すものとする。 
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